
中信署庁舎敷借地料
(3,179㎡)

分任支出負担行為担当官代
理
中信森林管理署次長
中村　栄一

長野県松本市
大字島立1256-
1

平成31年4月1日 個人情報非公開
個人情報非公
表

会計法第29条
の3第4項（賃
貸借契約）

当該場所でなければ行政事務を行う
ことが不可能である賃貸借契約であ
るため

- 4,790,000 - - - - - - - -

姫川治山事業所敷借地料
(1,917㎡)

分任支出負担行為担当官代
理
中信森林管理署次長
中村　栄一

長野県松本市
大字島立1256-
1

平成31年4月1日 糸魚川市
新潟県糸魚川
市一の宮１丁
目２－５

会計法第29条
の3第4項（賃
貸借契約）

当該場所でなければ行政事務を行う
ことが不可能である賃貸借契約であ
るため

- 1,452,000 - - - - - - - -

中信１号宿舎賃貸借料
(１戸)

分任支出負担行為担当官代
理
中信森林管理署次長
中村　栄一

長野県松本市
大字島立1256-
1

平成31年4月1日
有限会社サンシャ
イン深沢

長野県松本市
大字島立８４
３番地

会計法第29条
の3第4項（賃
貸借契約）

公務員宿舎として継続使用する賃貸
借契約であり、供給者が一に特定さ
れ、競争を許さないため。

- 840,000 - - - - - - - -

敷地賃貸借料
（長野県飯田市宮ノ上3982他2筆）
953.33m2
飯田治山事業所及び公務員宿舎

分任支出負担行為担当官
中部森林管理局伊那谷総合
治山事業所長
曽我義孝

長野県
飯田市
座光寺
5152-1

平成31年4月1日 個人情報非公表
個人情報
非公表

会計法第29条
の3第4項（賃
貸借契約）

当該場所でなければ行政事務を行う
ことが不可能である賃貸借契約であ
るため

- 987,950 - - - - - - - -

販売委託契約
(2,500m3）

分任支出負担行為担当官
飛騨森林管理署長
和佐英仁

岐阜県高山市
西之一色町3-
747-3

平成31年4月1日
岐阜県森林組合連
合会飛騨林産物共
販所

岐阜県高山市
新宮町112-7

会計法第29条
の3第5項（少
額随意契約）

- - 3,950,000 - - - - 15 0 - 単価契約

販売委託契約（土場活用）
（36,430m3）

分任支出負担行為担当官
木曽森林管理署長
林茂

長野県木曽郡
上松町正島町
1-4-1

平成31年4月2日
木曽官材市売協同
組合

長野県木曽郡
上松町正島町
2-45

会計法第29条
の3第4項（企
画競争）

- - 42,306,300 - - - - 16 0 - 単価契約

４月２３日市日販売委託契約（坂下経
常）
（252.150m3）

分任支出負担行為担
当官
木曽森林管理署長
林茂

長野県木曽郡
上松町正島町
1-4-1

平成31年4月4日
木曽官材市売協同
組合

長野県木曽郡
上松町正島町
2-45

会計法第29条
の3第4項（企
画競争）

- - 1,394,859 - - - - 16 0 - 単価契約

５月１５日市日販売委託契約（坂下経
常）
（265.743m3）

分任支出負担行為担
当官
木曽森林管理署長
林茂

長野県木曽郡
上松町正島町
1-4-1

平成31年4月17日
木曽官材市売協同
組合

長野県木曽郡
上松町正島町
2-45

会計法第29条
の3第4項（企
画競争）

- - 1,380,115 - - - - 16 0 - 単価契約

契約金額

公益法人
の区分

国認定、
都道府県
認定の区
分

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住
所

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

別紙様式５

特別な競
争参加資
格
（※提案
者の数が
１の場合
の記載事
項）

再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

提案者の
数

予定価格

住所

随意契約によ
ることとした
会計法令の根
拠条文（企画
競争等）

競争性のない随意契約によらざるを
得ない理由

商号又は名称

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

名称 所在地

落札率

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

備　　考

公益法人の場合


